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宅地造成等規制法等の一部を改正する法律（H18.4.1公布）

Ⅰ 趣旨

平成16年の新潟県中越地震、昨年の福岡県西方沖地震などにおいて、宅地を中心に多くの地盤災害が生じた。今後発生の可能性

が指摘されている首都直下地震などの大規模地震においても、大きな被害が発生する危険性が懸念されている。

このことから、造成された宅地等の安全性の確保を図るため、造成宅地防災区域における宅地造成に伴う災害の防止のための措置

を講ずるとともに、一定の保安上危険な建築物の居住者等に対する住宅金融公庫の貸付金の限度額の特例を設ける等所要の措置を

講ずる。

Ⅱ 概要

１．宅地造成等規制法（昭和36年法律第191号）の一部改正

① 都道府県知事は、宅地造成に伴う災害で相当数の居住者その他の者に危害を生ずるものの発生のおそれが大きい一団の造成

宅地（これに附帯する道路その他の土地を含み、宅地造成工事規制区域内の土地を除く。）の区域であって政令で定める基準に該

当するものを、造成宅地防災区域として指定することができるものとする。

② 都道府県知事は、造成宅地防災区域の全部又は一部について、その指定の事由がなくなったと認めるときは、その指定を解除

するものとする。

③ 都道府県知事は、造成宅地防災区域内の宅地について、災害の防止のため必要な擁壁の設置等の措置の勧告及び災害の発

生のおそれが大きいと認められる場合における擁壁の設置等の命令をすることができるものとする。

④ 都市計画法（昭和43年法律第100号）による開発許可を受けた宅地造成工事については、宅地造成工事規制区域内における宅

地造成工事の許可を不要とする。

２．都市計画法の一部改正

都市計画法による開発許可基準として、宅地造成に伴う災害の防止に係る基準を追加する。

３．住宅金融公庫法（昭和25年法律第156号）及び北海道防寒住宅建設等促進法（昭和28年法律第64号）の一部改正

① １．③の勧告又は命令を受けて行う擁壁の設置等に対する貸付金制度を設ける。

② 一定の保安上危険な建築物の居住者等に対する貸付金の限度額の特例を設ける。

４．その他所要の改正を行う。

平成１８年１月３０日記者発表資料（「宅地造成等規制法等の一部を改正する法律案について」）より抜粋
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宅地造成等規制法等の一部を改正する法律（H18.4.1公布）

平成１８年１月３０日記者発表資料（「宅地造成等規制法等の一部を改正する法律案について」）より抜粋
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宅地造成等規制法施行令等の一部を改正する政令（H19.4.1施行）

Ⅰ 趣旨

宅地の安全性を確保するため、宅地造成に関する工事の技術的基準を見直すものである。

Ⅱ 概要

（１）宅地造成等規制法施行令の一部改正

①宅地造成に関する工事の技術的基準のうち、地盤について講ずる措置に関する技術的基準の見直し

盛土をする場合においては、おおむね三十センチメートル以下の厚さの層に分けて土を盛り、かつ、その層の土を盛るごとに、

これを建設機械を用いて締め固めるとともに、必要に応じて地滑り抑止ぐい等を設置することとする。

② 宅地造成に関する工事の技術的基準のうち、排水施設の設置に関する技術的基準の見直し

切土又は盛土をする場合において、地下水により崖崩れ又は土砂の流出が生ずるおそれがあるときは、その地下水を排除する

ための排水施設を設置することとする。

③都道府県知事に届け出なければならない工事の追加

都道府県知事に届け出なければならない宅地造成工事規制区域内の宅地における工事として、地下水を排除するための排水

施設の全部又は一部の除却の工事を追加する。

（２）都市計画法施行令の一部改正 開発許可の基準の見直しとして(1)の①及び②と同様の改正を行うとともに、所要の改正を行う。

（３）施行期日 平成１９年４月１日とする。

平成１８年１１月２２日記者発表資料（「宅地造成等規制法施行令及び
都市計画法施行令の一部を改正する政令案」について」）より抜粋

（参考）
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東日本大震災の宅地被害を踏まえた宅地造成基準の検証(H26.3)(1/2)

)
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東日本大震災の宅地被害を踏まえた宅地造成基準の検証(H26.3)(2/2)
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1616※内閣府国土強靱化推進室資料

重要インフラの緊急点検（H30.12）
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宅地造成等規制法の概要
目 的（法第１条）

宅地造成に伴う崖崩れ又は土砂の流出による災害の防止のため必要な規制を行うことにより、国民の生命及び財産の保護を図り、もつて公共の福

祉に寄与することを目的とする。

宅地造成工事規制区域の指定（法第３条）

（１）指定者 都道府県知事、指定都市・中核市の長等
（２）指定要件 宅地造成に伴い災害が生ずるおそれが大きい市街地又は市街地となろうとする土地の区域であって、宅地造成に関する工事に

ついて規制を行う必要があるもの

宅地造成工事規制区域内において行われる宅地造成に関する工
宅地造成に関する工事の許可（法第８条）

勧告（法第16条第２項）

宅地造成工事規制区域内において行われる宅地造成で、一定規模以上のもの。

・切土で高さが2ｍを超えるがけを生ずるもの ・盛土で高さが1ｍを超えるがけを生ずるもの

・切土と盛土を同時に行って2ｍを超えるがけを生ずるもの ・切土又は盛土をする土地が500㎡を超えるもの

災害の防止のため必要があると認める場合において、擁壁等の設置又は改造その他災害の防止のため必要な措置をとることを勧告することができる

（２）許 可 者 都道府県知事、政令指定市・中核市・特例市の長等
（３）対象となる工事

（１）申 請 者 造成主（宅地造成工事の請負契約の注文者、又は自ら工事をするもの）

造成宅地防災区域の指定（法第20条）

（１）指定者 都道府県知事、指定都市・中核市の長
（２）指定要件 宅地造成に伴う災害で相当数の居住者その他の者に危害を生ずるものの発生のおそれが大きい一団の造成宅地の区域で

あって政令で定める基準に該当するもの（宅地造成工事規制区域内の土地を除く）

改善命令（法第17条第１項・第２項）

災害の防止のために必要であり、かつ、土地の利用状況等からみて相当であると認められる限度において、擁壁等の設置・改造、地形・盛土の改良

のための工事を行うことを命ずることができる

勧告（法第２１条第２項）

災害の防止のため必要があると認める場合において、擁壁等の設置又は改造その他災害の防止のため必要な措置をとることを勧告することができる

改善命令（法第２２条第１項・第２項）

災害の防止のため必要であり、かつ、土地の利用状況等からみて相当であると認められる限度において、擁壁等の設置・改造、地形・盛土の改良の

ための工事を行うことを命ずることができる

【宅地造成工事規制区域】

【宅地造成工事規制区域】

【造成宅地防災区域】

【造成宅地防災区域】

【宅地造成工事規制区域】
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宅地造成工事規制区域の指定状況
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年度 都道府県 市区町村 概要 面積

平成19年度 鹿児島県 鹿児島市 区域の増加 14,016ha

平成20年度 福岡県 福岡市 区域の減少 -181ha

平成21年度

福岡県 福岡市 区域の減少 -3,188ha

和歌山県 田辺市 区域の増加 696ha

和歌山県 橋本市 区域の増加 1,152ha

平成30年度 長崎県 長崎市 区域の減少 -913ha

合計 区域の増加 11,582ha

○現在の指定状況 （平成31年4月1日時点）

・指定区域面積：1,024,140ha

・指定区域が存在する地方公共団体：227市区町村（29都道府県）

・宅地造成等規制法の許可等を行う地方公共団体：

16都道府県、15政令指定都市、35中核市、7施行時特例市、72事務処理市町村

○平成18年度以降の区域の増減○指定区域の面積の推移



宅地造成等規制法の許可の実績
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宅地造成等規制法の勧告及び改善命令の実績
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造成宅地防災区域の指定状況

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 合計

指定

件数 0 1 0 0 0 0 31 6 0 0 0 30 53 121

面積(ha) 0 2.4 0 0 0 0 80.8 8.2 0 0 0 68.6 169 329

解除

件数 0 0 0 1 0 0 1 9 15 4 7 0 4 41

面積(ha) 0 0 0 2.4 0 0 1.4 10.4 30.1 6.5 37.2 0 18.7 106.7

継続中

件数 0 1 1 0 0 0 30 27 12 8 1 31 80 80

面積(ha) 0 2.4 2.4 0 0 0 79.4 77.1 47.1 40.6 3.4 72 222.4 222.4

備考 新潟県
東日本大震
災被災地

東日本大震
災被災地 熊本県 熊本県

※現在の継続中の地区は熊本県内のみ



（参考）都市計画法の開発許可の実績
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（参考）全国の宅地供給量の推移

23※出典：国土交通省ＨＰ 全国の宅地供給量の推移より


